平成24年8月22日

内閣総理大臣　野田佳彦殿

首都圏反原発連合

要 求 書

要求項目
１．大飯原発の再稼動を中止すること。

２．現在検査で停止中の全ての原発の再稼動をさせないこと。

３．国策としての原子力政策を全原発廃炉の政策へと転換すること。

　東日本大震災により引き起こされた福島第一原発の事故の発生から約17ヶ月。実際には事故の収束がされないまま、補償問題や被曝問題への対策も進まないまま、7月1日に大飯原発3号機、同18日には4号機が再起動された。

　野田首相、枝野経産相、細野原発担当相、藤村官房長官らによる閣僚会合での、根本的な安全対策をすべて後回しにした「暫定的な安全基準」による「安全」との政府判断。おおい町議会の、再稼動に慎重な多くの住民の意見を無視する形での再稼動容認。福井県の原子力安全専門委員会による、「安全」との政府判断の追認。野田首相の再稼働の必要性を訴える記者会見の「儀式」。責任を負いたくないばかりに、この「儀式」を受けてようやく再稼動に同意した、西川知事や時岡町長。

そして、野田政権による、世論の大半を占める反対の声を踏みにじる大飯原発再稼動の正式決定。

こうしたでたらめで拙速なプロセスにより、今回の大飯原発の再稼動は進んでしまった。

　野田首相は、議会にかけることもなく、閣議決定でもなく、四閣僚合意ですらなく「わたくしの判断」で再稼働へのGOサインを出した。これほどの法治を無視したでたらめは言語道断である。

　私たち首都圏反原発連合は今年の3月29日より毎週、原発再稼動反対の首相官邸前抗議の呼びかけを行ってきた。当初300人程度だった参加者は、1000人→2700人→4000人→1万2000人→4万5000人→20万人と増加し、その後も雨天や厳重な警備の強化にも関わらず、毎週10万人規模の市民が集まっている。

福島第一原発事故の収束もままならないまま、そこから何の教訓を得る事もなく、再稼動ありきで物事を進めていった野田政権に対しての怒りがいよいよ噴出する形で、この抗議行動の規模は拡大を続けている。

ヘリ空撮による首相官邸周辺を埋め尽くす市民の波は多くの人々の記憶に刻まれた。

　間接民主制が機能していない現在、国民の８割近くが脱原発を望んでいるということを、この抗議行動があらわしているといえる。

この「大きな音」ではなく「切実な国民の声」を国策に反映させ、ただちに大飯原発再稼動を中止すること、現在検査で停止中の全ての原発の再稼動をさせないこと、さらに国策としての原子力政策を全原発廃炉の政策へと転換することを強く要求する。

　また、私たちは今後も、政府が国民の声を無視し、大飯原発をはじめ全ての原発の再稼動を進める限り、ゆるがぬ意志であらゆるかたちで、政府に対して抗議を続けることを表明する。
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